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北海道農業における情報機器普及と利用の特徴

　　　　　　　　　　に関する一考察

志賀永一

1．はじめに

2．「速報情報」の概要

3．供給側の伝達媒体・提供内容

　1）伝達媒体

　2）提供内容

4．需要側・農家のパソコン等保有と利用

　1）パソコン保有

　2）ノくソ＝コン溶1用

　3）携帯電話とパソコン利用の特徴

5，北海道の情報利嗣の特徴

1．はじめに

　平成3年産の生産費調査は掴来の第2次生産費から全算入生産費というように

生産費集計項目の改正をおこなった。この改正とともに統計表章も改正され，畜

力費が姿を消し生産管理費などが追加された。この生産管理は「生産管理労働に

付随するパソコン，ファクシミリ，技術習得にかかる費用および集会出席に要す

る交通費等を『生産管理費』として物財費に新たに算入した達ものである（註！）。

この改正が端的に示すことは，作物を生産している農家にパソコンやファクシミ

リ（以下，PC，　FAXと表記）が普及し，その利用が行われている実態であろう。

　こうした情報機器普及に加えて，平成12年11月には「高度情報通信ネットワ

ーク社会形成基本法」が制定され，IT基本戦略が示された。これは5年以内に世

界最先端の王丁国家となることを目指すもので，「e一∫apaR戦略jとも呼ばれてい

る。この農業版の戦略が平成13年4月に提示された「21世紀における農林水産

分野のIT戦略」である。同戦略は，「農林水産業・食品産業，農山漁村にとって，
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ITは，以下のように，生産・流通の効率化や高度化，生産者・消費者間の情報の

受発信・共有，農山漁村地域の活性化，資源管理の高度化等，多面的に活用でき

る手段であり，新たな食料・農業・農村基本法の基本理念を実現し，21世紀の農

山漁村の発展基盤を築いていく上で大いに期待できる技術であることから，積極

的に推進していく必要がある。特に，地理的ハンディキャップを持つ農山漁村や

多品種少量生産という特質を有する我が国の農林水産業においては，賀の積極的

な活用により，その振興に一層の効果が期待される。また，国民への情報発信の

向上により，農林水産業，農山漁村の必要性に対する国民の理解の促進に寄与す

ることも期待される」と述べている。

　このように情報機器利用の認識やそれを活用した農業・農村の発展が期待され

ながらも，PCやFAXが農家にどれほど普及し，どのような利用状況にあるのかを

知る統計は系統的には示されていない。しかし，PCやFAX普及や利用に関してア

ンケートが行われ，その結果が速報情報として農林水産省統計情報部から示され

ている。それら速報情報には全国的な状況の概要が示されているが，地域別の状

況は示されていない。そこで本稿では北海道の情報機器の普及や利用状況の特微

を整理することを課題とする（註2）。

2．「速報情報」の概要

　ここで取り上げる速報情報について簡単に整理しておこう。

　速報情報は大きく2つに大別できる。第1は情報提供側である市町村，農協が

どのような伝達媒体を用い、どのような情報を供給しているかを示したもの，第

2は情報需要側である農家の，主にパソコン保有状況とその利用状況を示したも

の，である。

　第1の提供側については

①平成9年度地域における情報化の進展状況調査結果の概要（平成9年！0月1臼

現在）

　農林水産情報10－21（情報一1）平成10年4月3臼公表

　〈以下本稿では磯器9」と略〉

②地域における情報化の進展状況調査結果の概要（平成11年10月1擾現在）

　農林水産情報12－！2（情報一！）平成12年3月2β公表

　く以下本稿では磯器11」と略〉　がある。

　磯回9」は「市町村，総合農協，農家の農林水産関連情報の受発信状況，情

報ニーズを把握」するため，磯器11」は「全国の市町村，総合農協において二
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報通信基盤の整備状況や農林水産関連情報の提供状況を把握するため」と目的の

表現に差異があり，提供情報の回答項目に違いがある。また，農家については総

合農協ごとに農業経営でPCを導入している農家を1戸選定し利用状況を示して

いるが，必ずしも農家全体を代表していないことから参考として掲載されている。

この農家の利用状況については本稿でも利用しない。

　第2の需要側については

①農業・農村における情報化の現状（平成6年度農林漁業現地情報収集結果概要）

　〈以下，本稿では「PC6」と略〉

②農家のパソコン利用状況アンケート結果

　農林水産統計速報11－113（構造一33）平成11年6月17目公表

　く以下，本稿では「PC11」と略〉

③平成12年　農家のパソコン利用状況アンケート結果

　農林水産統計速報12－258（情報一1）平成12年12月19艮公表

　く以下，本稿では「PCI2」と略〉

④農家のパソロン・インターネット利用状況アンケート結果

　農林水産統計速報13－275（構造一5）平成14年1月31日公表

　く以下，本稿では「PC13」と略〉　の4つがある。

　このうち「PC6」は，県，市町村，農業改良普及センター，農業協同組合等関係

機関・団体の堅き取りによる台数把握（平成3年8月と平成6年9月の導入台数）

であり，他の3つは全国5，000戸余りのアンケート結果である。ただし，農家の

選定に帯して，「PC　11」は「全国5，095戸の農家を対象」，「PC　12」は「2000年の

世界農林業センサス結果における，全国の販売農家を母集団として，販売金額1

位部門別・農業地域別農家数に応じて抽出した2万戸の農家に対して，郵送調査

（5，103戸から回答）」，「PC13」は「全国2万戸の販売農家を対象，郵送（5，454

戸から回答）」と農家選定に関しての表現が異なっている。また，「PC13」は携帯

電話の普及，利用状況の質問が加えられている。

3．供給側の伝達媒体・提供内容

1）伝達媒体

　ここでは情報伝達媒体をパソニンとFAX利用が主である需要側の農家を念頭に，

市町村と総合農協ごとに示した。表一1によれば，市町村はインターネットに代

表されるPC，総合農協はFAXが情報提供媒体の主体であると考えられる。とりわ

け，北海道の総合農協はFAXによる情報提供が80％前後であり，利用率はきわめ
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表一1　欝陶村、総会農協から生産者、消費者への
　　　　農林水主関連構報の提供方法（獲数回答）

単位：％

国 六書’

89 封11 H9 罎遷

電 惜報を提供している 89．曝 77．轟 9劇6 80．3

町 インター本ット等のパソコンからの提供 崖αo 58．9 葉9．o 59．0

村 うちインターネット 8．3 55．8 褐．◎ 56．黛

芦AX等のパ覆ン以外の機器からの提供 韓．5 2尋．7 轟8．6 27．8

うちFAX 謹α5 遷23 嬉8．G 249
藁薦から提供 79．6 65．9

総 構報を提供している 90β 53．5 89．3 89」

合 インター皐ット等のパソコンからの提供 7、謹 23．講 a6 2尋．2

農 うちインターネット 3．講 綿．0 2．0 2｛躍

協 FAX等のパソコン以外の機器からの提供 33．o 3s．7 フ5．5 82．8

うちFAX 3t5 32．3 75．δ 82．0

紙面から提供 η．3 59．6

資料；塞遠水 　繍＋僻脚平競蜘度鵬鷺における傭二三違展状況調査結果
　　（平成9無10月鷲脳鏡在〉半群水産略報10－2註解報一つ平成転瞬：4月3鷺公表」
　　嗣「地域における情報化の進駿状況調査結桑の概要（平瓦賑賑給月壕闘現在）
　　農林水畔構報璽2一宝2（構報一1）平成捻傑3湾袋　ヨ公表」よ9作成

注：搦雀のr構報を提供している」は広報1灘灘蕪盤を利生している翻含である
　　「インターネット等のパ膿ンからの提僕」はインタ弥ット、パソコン避1揺，電子メールによる方法をいう

　　と表艶されているので，8績まインター率ット欝とハ“蹟ン懸儒の合計を示した

　　「FAX等の’、．ソコン以外の機器からの提供」とはFAX，　CATVによる方法をいうと表配され

　　ているので，極茎はFAXとCATVの念讃を示した

て高くしかも利用率が向上している。他方，総合農協のインターネット等による

情報提供は，上昇しているとはいえ市町村には及ばない実態となっている。また，

平成9年度のみであるが，「紙面から提供」は市町村，総合農協ともに全困平均で

80％弱であり，主要な情報伝達媒体であることがわかる。

2）提供内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　叫

　つぎに，農林水産関連で提供している情報内容を表一2に示した。特注に示し

たように，情報内容の質問項濤が変化しているため，年次間の変化よりも年次ご

との北海道：の特徴に注目する。市町村の情報提供内容は「生産関連」「地域活性化

関連」が中心である。市町村であっても農林水産関連の情報を提供している割合

はかなり高いことがわかる。他方，総合農協の提供情報内容は性産関連」「流通

関連」「生産資材関連」軽営関連」の4項目が高く，事業を兼営する総合農協の

性格を反映していると考えることができよう。北海道の総合農協の特徴をみると，

「生産資材関連」の情報提供を行っている農協が多い特微をみてとることができ

る。

　また，アンケートの性格上断定はできないが，北海道は市町村，農協ともに「試

験研究技術関連」情報の提供が多く，「消費関連」膿林水産関連」の情報提供は

低くなっている。北海道は試験研究機関との交流，さらには期待が大きい反映で

はないだろうか。
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表一2　　農林水産関連で提供している惜報の内容（複数図答）

単位：％

湾　内敵 89 H1肇

全国 北海道　　全国 北海道
市 生産関運 80．0 84．8 63．3 69．8

町 生産資材関連 440 4フ．6 壌α2 25．魂

村 経時関連 68．3 65．2 壌8．0 2α6

流通闘連 尋4．9 56．7 22．6 36．5

地域濤性化関連 9t8 59。肇 72β 5α8

消費関連 28．3 28．◎ 覇。8 9．5

試験研究技衛 28．5 爆α2 4．2 質．1

農林水産蘭遷施策磯計 36．o 37．2 至α7 6．3

海外農林水産 2羅3 2フ4 t嬉 t6
総 生産関連 94轟 97．3 8α8 93．2

合 生産資材闘連 54．9 62β 48，．6 79．5

農 経賞関連 62．4 68．9 3ス9 春6．6

協 流通蘭連 62．1 7変．8 67．3 79．5

地域活性化関連 345 27．2 39．4 3眉
消費閣違 26．望 2乳9 壌8．7 質．4

試験研究技術 26．9 28．5 唾4．5 19．3

農赫水産闘連施策・統計 240 20．5 冨3．0 9．壌

海外農林水産 給5 壌7．2 2．7 2β

資料：表一1に二君じ

注：構報内容の区分は搬雀区分に従った
H9は情報内容の園答庫船が異なるため次のように処理した
壕．「生産関連メま「気象情報，作物の生育，病審虫の発生畢察・防除など

　農作物の被害防此の惜報∬新品種の惜報など熱しい作物技術に蘭する惜報」
　の項属から園答数の多い前餐の数値を示した
芝．「生産資材関連」は「農業機械・施設などの惜報」

3．ギ経営関連達は「農地の黛し手・借り手に関する情報」

　隔薄霧などの経営資金に回する情報」の項鶴から回答数の多い後者の数値
4．r流通閣連」はr農産物の価格他の産地等の農産物の流遇にかかわる構報」
　の数値
5．「地域活性化関連」は「村おこし時報」の数値

6．「消費関連」は「消費者の好みに嘉する惜報」の数値

7．他は闘一の項属の数値である

　この他「機器9」磯器11」には充実したい情報項目や「機器11」には情報通

信基盤を利用した情報化を進める上での課題などの質闘が行われている。表示は

省略したが，上位3つの課題を示せば，全国市町村は磯器導入時の一時経費の

確保」54，9％（北海道58．4％），「運営体制の確保」50，1％（58．4％），「推進のた

めの人材確保」45．1％（37．0％）であり，全国総合農協は「運営体制の確保」40．0％

（39．1％），「機器導入時の一時経費の確保」39，5％（45．3％と第1位の回答），「推

進のための人材確保」37．0％（33。6％）となっている。北海道の総合農協につい

ては，第3位の回答が「組合員との合意形成にの質問は市町村にはない）」35，9％

（全国は22，4％）となっている。
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4．需要側・農家のパソコン等保有と利矯

1）パソコン保有

　農家のパソコン所有の状況を専一3－1と表一3－2に示した。両者を区分し

たのは，すでに述べたように調査方法が大きく異なるためである。

　専一3－1によれば，全国のPC導入台数は平成3年の9，350台から6年の

21，010台へと倍以上に増加した。北海道も2，210台から5，411台へと，全国同様

に倍以上に増加している。経営部門別の導入状況では，全國では園芸，稲・・畑作

の順であり，園芸での導入が急増している。北海道では，稲・畑作，酪農の順で

導入が進んでいるが，園芸での急増が注目される。このPCの導入台数を，センサ

ス年次に代表させて販売農家に対する割合でみると，全国の平成3年は0．3％，

6年は0．8％であり，北海道はそれぞれ2．5％，7．4％となる。PCの導入は北海道

で先行して進展していたと考えるここができよう。

　つぎに，全国でほぼ2万戸の，しかも販売農家を対象にしたと考えられるアン

ケート結果によるPCの所有状況を表一3－2でみてみよう。平成11年では全国

で25．6％，北海道で35．3％の農家がPCがあると回答している。翌12年には全国，

北海道ともPCのある農家の割合は10ポイント前後増加し，急速に普及が進んだ

と考えられる。さらに13年には半数強の農家がPCがあると回答している（註3）。

ここで北海道に注目すると、表一3－1では導入が先行しており，12年までは全

国に対して10ポイント前後PCがある農家割合が高かったのであるが，13年は全

国と同様の水準となっている。都府県でPC保有農家が急増したことが事実である

が，12年から13年にかけて北海道の「パソコンを購入する予定がない」農家割

合が35％強存在することを考えると，PC保有率の上昇は漸減することも十分過考

えられよう

2）パソ凝ン利用

　パソコンを保有する農家は増加しているが，どのように利用されているのか。

PCのある農家の利用状況を示したのが表一4である。平成11年から13年まで全

国のPCのある農家が「農業経営に利用している」と回答した割合は20％前後に

とどまっている。これに対して，北海道は11年，12年ともに55％強，13年は70％

強が農業経営に利用していると回答している。北海道の高利用率の要因を考える

～助として利用目的をみると，大半の農家が「簿記・青色申告等経営管理」に使

用しており，「市況・気象等の情報収集」「栽培・飼養管理等生産管理」が北海道

で40％強，全国で30％強となっている。また，11年に60％強をしめていた北海
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表一3一肇　　パソコンの導入状溌（1）
単位：台，％

全国

北海道

冨　　月

縫3．08

H6．09

H3．08

H6．09

台姦　三賀馨　醸 肉用牛　その他
9β50i　　　　2嘩．6

2tO10i　　　　24．5

1：徽　器：1

372
44．で

9．6

崖6．9

19．5

雀5．4

3tO
23．1

4．9

4．0

2j
t3

窪6，8

12．0

4，2

3，8

資料二農林水産雀統計構報部農業・農村における簿報化の現状
　　（平成6年凌農林漁業現地構報収集結果概要）」
注：パソコンの灘入台数は，県，市町樗，農業改良普及センター，
　　農業協同組合等の関係機関・団体から闘き取り可能な範囲
　　での幡報収藥により掘握したものであり，実数調査の結梁
　　得られたものではない
　　販売出動戸数は83は90年，臼6は95年センサスの数値を疑いた

　冗　・にメ・　る

台数普及率
0．3

0．8

2，5

7．4

表一3－2　パソコンの導入状況（2）
単位：戸，％

田t4 田2．11 同｛3，1灌

全国　　北海道 全国　　北海道 全国　　北海道
圏答農家数 5，095 5，鷹03 5，453 屑4
回答計 紛0 100　　　灌00 蓄00　　　崖00 100

パソコンがある 25．6 35．3　　　34．0 48．3　　　53．望 5α9

パソコンを購入する予定がある 灌3．肇 2t8　　　重6．2 13．8　　　　8．5 114
パソコンを購入する予定がない 6α望 曝2．4　　　49．8 37．8　　　3t8 35．1

無圏答・不明 一

一　
一　　　　6β 2．6

資料：農林水産雀熱量情報部署農家のパソコン利用状況アンケート結桑

農林水産統計速報11一｛13（構造一33）平成11年6月17磯公表」

同呼成稔年農家のパソ誕ン利用状況アンケート結果
農林水産統欝遼報磁心258（情報一1）平虜2年12月19葡公認
岡「農家のパソコン・インターネット利用状況アンケート結粟

農林水産統計速報｛3－275（構造一5）平成韓年燗3旧公表」より作成

表一4　パソコンの農業経営への利粥状況

単位：芦，％

田t4 田2．臼 田3．准1

全国 北海道 全国 北海道 全蟹 北海道

パソコンがある園答農家数 2β96 58

回答膨蒙計 葉00 100 雀00 竃00 茎00 100

農業経営に利用している 2t5 55．5 20．6 57．3 ｛8．2 70．7

農業経営に利用する予定がある 44」 28．0 4望．2 33．｛ 27．5 雀7．2

農業経営に利用する予定がない 3鷹．0 16．1 37．9 9．5 52．8 1G．3

無圓答・不明 0．鳶 α3 t5 哩，7

利用囲的園答農家数 535 42

回答農家計 雀00 准00 100 100 100 ｛00

簿記・轡懲申告等経営管理 66．5 98．1 741 79．0 73．5 85．7

栽培・飼養管理等生産管理 購3．6 3t3 28．7 4tO 33．8 40．5

顧客管理等の販売管理 2t3 649 2α7 28．8 20．2 9．5

市況・気象等の回報収集 49．1 講6．3 22．9 24．0 3達．6 45．2

その他 23，｛ t9 23．2 23．8 1a7 26．2

無昌昌・不明 上に含む上に含む 0．7 一 α6 一

資1轡：表3－2に二同じ

注：　H誓と曙2ぱ毒婦農家数は示されていない
　　利用圏的は複数回答
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道の「顧客管理等の販売管理」に使用する農家は急減していることも特徴である。

北海道は販売金額の大きい農家が多いこと，気象条件等が厳しく，特に小麦作の

収穫期の天候が豊凶を左右することなどが利用を高めていると推測されよう。い

ずれにしろ，PC所有と農業経営への利用は併進しないこと，北海道での高利用率

の要因検討が必要になろう。

3）携帯電話とパソコン利用の特徴

　表一5に携帯電話の所有状況を示した。全国で鷺。3％，北海道で66．7％となっ

ている。表3－2によれば，パソ灘ン所有がそれぞれ53．1％，50．9％であったか

ら，携帯電話はPCを大きく上回る普及状況にあることがわかる。

　注霞されることはインターネットの利用に関してである。表一6によれば，PC

を利用したインターネット利用は，平成員年は全国，北海道ともに7％ほどで，

！2年に全国12．2％，北海道23．0％，13年に全国32。8％，北海道35．1％となって

いる（註4）。インターネット利用も北海道が先行しながら，13年には調査農家

の1／3が利用するまでになっている。しかし，携帯電話によるインターネット利

用は全国で42．0％，北海道で39．5％であり，！3年のPCによるインターネット利

用を上圃っているのである。

　そこでPCと携帯電話によるインターネットの農業経営への利用目的について

表一7で確認しよう。PCについてみると，全国では「栽培・飼養管理等生産管理

情報の収集」「その他」「市況・気象等の情報収集」が40％弱，北海道では「市況・

気象等の情報収集」「栽培・飼養管理等生産管理情報の収集」が55％ほど，つい

で無謬予約，農業生産資材等の発注」33％と続いている。対して，携帯電話は，

全国では「その他」が53％と際立って高く，「市況・気象等の情報収集」28％と

続いている。北海道では「市況・気象等の清報収集」59％，咄荷予約，農業生産

資材等の発注」32％となっている。ここで注霞すべきはPCと携帯電話という情報

媒体は異なっても，利用目的は共通していることである。全国では「その他」「市

況・気象等の情報収集」，北海道では肺況・気象等の情報収集」咄荷予約，農

業生産資材等の発注」に共通して利用される状況がみられるのである。

　もちろん，簿記利用などはPCに限定されようが，手軽に持ち運べ所有率も高い

携帯電話は特定の情報収集に，実態的では市況・気象情報などに，利用されるこ

とが考えられ，情報機器の特性に応じた利用方法が模索・提案されないとPCにみ

られたような普及の頭打ちにつながることが懸念される。
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表一5　携帯電話の所有状況
単位：戸，％

H13．判

全国 北海道
携帯電話所有回答農家数 5，453 遷韓

回答農家計 10◎ 100

携帯電話がある 74．3 66．7

携帯電話を購入する予定がある 講。灌 1．8

携帯電話を購入する予定がない 葉8．7 26．3

無回答・不明 2．9 5．3

資料：農林水産省「農家のパソコン・インターネット利用状況

　　アンケート調査農林水産統計速報三一275（構造一5）

　　平成纏年1月鱗日公表」より作成

表一6　インターネットの利用状況

単位：戸，％

田t4
熏

　　　i目壌2．肩

k海特金国 北海遵

…　目13．判

@全国　　北海道　　全国　　北海道
パソコン利稽　　i携帯電話利絹

園答農家数
Cンター率ット利用

_家害拾

5，095

@7．0

　i5・肇03

V怠i1乞2 23ゆi

i翫453　鱗i翫453　悩
@　3乞8　35凄i4Z。　3％

資＊斗：表3一一2に岡じ

表一7　　インターネットの農業経営への利用状況（複数回答）

単位：戸，％

田3．肩

パソ凝ン 携帯電話
全国　　北海道 全国 北海道

インターネットの経営への利用意向 3，533 8歪 2，739 64

回答農家数
回答農家計 壌00 で◎0 霊◎0 噛00

市況・気象等の罪報収集 3フ．7 55．6 283 59．4

栽培・飼養管理等生産管理情報の収集 39．6 54．3 14．4 壌5．6

農林水産行政施策情報の牧集 マ6．9 22．2 4．4 47
産直・農業紹介、消費者との交流 25つ 24．7 望2．6 4フ

出荷予約、農業資材等の発注 壌8．8 33．3 葉8．7 32．8

その他 38．0 27．2 53．7 3t3
資料：表一5に同じ
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5．北海道の情報利用の特徴

　ここでは北海農業における情報利用の特徴をまとめ，今後の情報利用の検討課

題についても言及することにしたい。

　特徴の第1は，情報供給側の媒体であり，総合農協のFAX活用の高さである。

特に，北海道はFAX活用が高いことが特徴である。

　第2は，北海道は市町村，総合農協ともに農林水産関連の情報提供が多いが，

総合農協は生産，流通関連に加えて，生産資材関連情報の提供が高く，地域農業

活性化関連に力点をおく市町村との棲み分けが想定された。

　第3は，PC保有である。北海道はPC保有が先行して進み，農業経営に活用す

る率も高かった。その利用は簿記・税申告を中心としながらも，生産管理や各種

情報収集にも活用されていた。

　第4は，情報機器の普及である。北海道のPC保有率は鈍化しており，携帯電話

の普及がPC普及を上回っている。

　第5は，情報機器の利用である。1℃と携帯電話のインターネット利用をみると，

北海道では市況・気象情報や出荷予約・資材は注などに共通の目的で利用されて

いる。

　以上のように北海道は猟Xでの情報供給に主体を置きながらも，農家は都府県

に先行してPCを所有し，その利用を図ってきた。しかし，　PC普及の頭打ち傾向

や携帯電話の普及によるインターネットの共通利用などがみられた。そこでは情

報機器に応じた情報提供や活用方策の検討が課題になろう。それとともに一定の

進展が考えられるが，市町村や総合農協の情報提供主体の棲み分けも課題であろ

う。さらに，註3に記したように，本報告で使用した「PC13」はPC保有が極めて

高く現れていた。PC保有がその利用に直結しないことや，そもそもPC保有にも

差異（所有の有無と支庁別の所有率など）があるのであり，情報活用の格差問題

についても，農家にとっての提供情報の有用性問題とともに検討する必要があろ

う。

（註）

（註1）「平成3年産米及び麦類の生産費」参照。

（註2）情報機器の普及を農業地域区分で検討したものに，須藤茂樹「農業情報

利用の現段階的特徴に関する予備的考察」北大農業経営学教室『農業経営研究』

第27号，65－74，2001．3がある。本稿と同様速報情報を用いているが，「機器11」
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「PC　11∬PC12」の利用にとどまっていること，北海道の特徴が明確には指摘され

ていない。

（註3）北海道農政部による「平成13年度高性能情報機器の所有状況調査結果」

によれば，13年度の販売農家に対するPC所有率は26。6％である。この調査は支

庁別に所有戸数を把握しており，「PC　13」のアンケート結果より所有に関しては実

態に近い数値であり，「PC　13」への回答農家はPC等を保有する農家の回答率が高

い実態にあると考えられよう。

（註4）註3の北海道農政部「調査」では，インターネット利用農家率はPC所有

農家の45．2％，販売農家の！2，0％となっている。「速報情報」は販売農家に対す

るインターネット利用率が3倍近く高くなっている。
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